別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:　緊急防災情報システム維持管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　防災課　防災通信担当　電話番号：058-272-1111（内2745）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11115@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：104千円（前年度予算額：104千円）

	事業内容


	１　事業の内容


「緊急防災情報システム」とは、岐阜地方気象台が発表する気象情報や震度情報を受信するシステムである。このシステム機器の賃借料(リース)を支払う。
	２　所要経費


  ･ 賃借料（リース料）　 　　　　　 　 104千円（債務負担）
    　　　　　※委託料（保守料）は「緊急・防災情報モバイルネットワークシステム維持管理費」
に含む。

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


 Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


　 緊急防災情報システム（気象庁が開発し、無償で提供されるシステム）
 　  [平成12年度導入]
1 岐阜地方気象台が発表する気象情報や震度情報を電子メール形式により県庁（情報集約センター、守衛室）の専用端末で受信
2 受信すると喚起音で知らせ、自動的にプリント出力

3 気象台に対し受領確認を返信（警報以上の情報）
　　 　④プリント出力された気象情報等は、防災無線ＦＡＸを利用して 県関係機関や市町村に伝達される。
　 ※気象台が発表する情報は、気象業務法により県への通知が必要。県は災害対策基本法、地域防災計画に基づき市町村へ伝達。
	３　これまでの取組に対する評価


「緊急防災情報システム」は日々の気象台からの気象情報や震度情報を市町村をはじめ、県幹部、県内の防災関係者への情報伝達部分を担うシステムとして稼働している。

このシステムは、危機管理体制の基本的な情報収集と伝達を担うシステムであり、自然災害や事故などに対し、迅速・的確な体制を整えるために極めて重要な位置を占めている。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	104
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	104

	要求額
	104
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	104

	1月15日時点査定額
	104
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	104

	決定額
	104
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	104


